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連 結 注 記 表 
 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 
1. 連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数 ４社 
（2）連結子会社の名称  

日本薬品工業株式会社、 株式会社化合物安全性研究所、Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.、
シャプロ株式会社 

2. 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した関連会社数 １社
（2）会社の名称 

ジャパンソファルシム株式会社 
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.の決算日は12月31日であります。 
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。 
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

4. 会計方針に関する事項 
（1）資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 
    その他有価証券 

時価のあるもの 
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産 
    先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
（2）固定資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 
また、在外連結子会社は定額法によっております。 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。 

  ③リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（3）繰延資産の処理方法 
    社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 
（4）引当金の計上基準 
①貸 倒 引 当 金：連結会計年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

②役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しておりま
す。 

③返品調整引当金：返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 
④販売促進引当金：販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基

礎にして計上しております。 
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（5）ヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満た
している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処
理を採用しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
a.ヘッジ手段……為替予約 
ヘッジ対象……外貨建予定取引 
b.ヘッジ手段……金利スワップ 
ヘッジ対象……借入金の利息 

  ③ヘッジ方針 
為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でヘッジ手段を利用しておりますが、投機的
な取引は行っておりません。 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象とヘッジ手段が同一通貨の為替予約取引、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取
引については、有効性の評価を省略しております。 

（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ①退職給付に係る会計処理の方法 
   ・退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。 

   ・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理してお
ります。 
 過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ
る定額法により按分した額を発生の連結会計年度より費用処理しております。 

  ②重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めております。 

  ③消費税等の会計処理方法 
 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ④連結納税制度の適用 
 連結納税制度を適用しております。 

 
（表示方法の変更） 

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 
 ｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当連結会計
年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。 
 
連結貸借対照表 
 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「受入敷金保証金｣（前連結会計年度
末９百万円）は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しておりま
す。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 
1. 有形固定資産の減価償却累計額 

 18,325百万円
 
2. ｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価に係る繰延税金負債を負債の部に､土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 
再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △1,287百万円

 （注）上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産に関するものについては、△130百
万円含まれております。  

3. 連結会計年度末日満期手形の処理 
連結会計年度末日満期手形並びに電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が
行われたものとして処理しております。 
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形並びに電子記
録債権及び電子記録債務が、連結会計年度末残高から除かれております。 

受 取 手 形 18百万円
電 子 記 録 債 権 115百万円
支 払 手 形 59百万円
電 子 記 録 債 務 1,644百万円
設 備 関 係 支 払 手 形 
（流 動 負 債 そ の 他） 19百万円

 
4. 電子記録債権 
連結貸借対照表には、信託受益権等を設定した上で現金化を留保している電子記録債権3,979百万円が含ま
れております。 
 
（連結損益計算書に関する注記） 
 減損損失 
  当社グループは、事業用資産については各社の事業別に資産のグルーピングを行っております。 
 売却を予定している厚生施設について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特
別損失に18百万円計上しております。減損損失の内訳は、建物17百万円、投資その他の資産（その他）投資
１百万円であります。 
  当該資産グループの回収可能価額は売却見込価額により評価しております。  

用途 種類 金額 場所 
売却予定資産 
（厚生施設） 

建物 
投資その他の資産（その他） 

17 百万円 
１百万円 福島県郡山市 

  
（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
1. 当連結会計年度末における発行済株式の数 

普 通 株 式 4,261,420株
2. 配当に関する事項 
（1）配当金支払額 
   2018年６月22日開催の第86回定時株主総会決議による配当に関する事項  

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 １株当たり 

配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

普通株式 363 利益剰余金 100.00 2018年３月31日 2018年６月25日 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
   2019年６月21日開催予定の第87回定時株主総会決議による配当に関する事項  

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 １株当たり 

配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

普通株式 363 利益剰余金 100.00 2019年３月31日 2019年６月24日 
 
3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の
種類及び数 

普 通 株 式 10,800株
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（金融商品に関する注記） 
1. 金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 
   当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については、主に銀行借

入や社債発行により調達しております。デリバティブは、為替変動リスク及び借入金の金利変動リスクを
回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
   営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関して当社グループでは、各社が取引先ごとに期日管理及び残高管理等を把握する体制とな
っております。 

   投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して当社グループでは、
各社が定期的に時価又は発行体の財務状況等を把握する体制としております。 

   営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、
そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

   長期借入金及び社債は、主に長期運転資金に係る資金調達であります。また、変動金利の借入金は、金
利の変動リスクに晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図るために、
デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。 

   外貨建予定取引については為替変動リスクに晒されておりますが、当該リスクを軽減するため、一部の
取引において為替予約取引をヘッジ手段として利用しております。 

   営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計
画を作成する方法等により管理しております。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。 

（4）信用リスクの集中 
   当期の連結決算日現在における営業債権のうち52.7％が特定の大口顧客に対するものであります。 
2. 金融商品の時価等に関する事項 
  2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 

（単位：百万円）  
 連結貸借対照表計上額(※) 時  価（※) 差  額 

（1）現金及び預金 9,333 9,333 ― 
（2）受取手形及び売掛金 7,963 7,963 ― 
（3）電子記録債権 4,795 4,795 ― 
（4）投資有価証券 2,691 2,691 ― 

資産計 24,784 24,784 ― 
（5）支払手形及び買掛金 （1,926） （1,926） ― 
（6）電子記録債務 （5,048） （5,048） ― 
（7）短期借入金 （432） （432） ― 
（8）社債 （200） （196） 3 
（9）長期借入金 （14,653） （14,633） 20 

負債計 （22,260） （22,237） 23 
（10）デリバティブ取引 ― ― ― 
 
（※）負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
（1）現金及び預金､（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）電子記録債権 
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（4）投資有価証券 
 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（5）支払手形及び買掛金､（6）電子記録債務、並びに（7）短期借入金 
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（8）社債 
 社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する
方法によっております。 

（9）長期借入金 
 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法によっております。 

（10）デリバティブ取引 
 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引  金利関連                                      （単位：百万円）  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主な 
ヘッジ対象 契約額等 契約額のうち 

１年超 時価 
金利スワップ 
の特例処理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 長期借入金 2,500 2,500 （※） 

 （※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：百万円）  

区     分 連結貸借対照表計上額 
非上場株式 177 

      上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4) 投資有価証券」に
は含めておりません。 

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
（単位：百万円）  

区分 １年以内 １年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 10年超 

現金及び預金 9,333 ― ― ― 
受取手形及び売掛金 7,963 ― ― ― 
電子記録債権 4,795 ― ― ― 

合 計 22,092 ― ― ― 
 （注４）社債、長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額 

（単位：百万円）  
区分 １年以内 １年超 

２年以内 
２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 ５年超 

短期借入金 432 ― ― ― ― ― 
社債 ― ― ― 200 ― ― 
長期借入金 2,495 2,492 1,896 1,836 1,520 4,412 

合 計 2,927 2,492 1,896 2,036 1,520 4,412 
 
（賃貸等不動産に関する注記） 
 当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。2019年３月期における当該賃貸等
不動産に関する賃貸損益は30百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。 
 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりでありま
す。 

（単位：百万円）  
連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高  
912 △5 907 822 

 
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。 

2. 当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で
算定した金額であります。 
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（１株当たり情報に関する注記） 
  １株当たり純資産額 

 4,963円24銭 
  １株当たり当期純利益金額 

 245円11銭 
 

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 881百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 881百万円
普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 －百万円
普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 3,595千株
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個 別 注 記 表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記) 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 
  ① 子会社株式及び関連会社株式 
     移動平均法による原価法 
  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 
    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 
（2）たな卸資産 
    先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
2. 固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 
    定額法によっております。 
（3）リース資産 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
3. 引当金の計上基準 
（1） 貸 倒 引 当 金：事業年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。 

（2） 退職給付引当金 ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。 

   ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を発生の事業年度より費
用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度より費用処理しております。 

（3） 役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しておりま
す。 

（4） 返品調整引当金 ：返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 
（5） 販売促進引当金 ：販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基

礎にして計上しております。 
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4. ヘッジ会計の方法 
（1）金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段……金利スワップ 
 ヘッジ対象……借入金の利息 

（3）ヘッジ方針 
金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は行
っておりません。 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しておりま
す。 

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（1）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
（2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
 
（表示方法の変更） 

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 
 ｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年度
の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示しております。 

 
貸借対照表 
 前事業年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「受入敷金保証金｣（前事業年度末９百万
円）は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 
 
1．有形固定資産の減価償却累計額 

 5,602百万円
 
2．｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を
行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 
再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △1,287百万円

 （注）上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産に関するものについては、△130百
万円含まれております。  

3．関係会社に対する債権債務 
短 期 債 権 563百万円 
短 期 債 務 3,563百万円  

4．事業年度末日満期手形の処理 
事業年度末日満期手形並びに電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が行
われたものとして処理しております。 
なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残高
から除かれております。 

受 取 手 形 0百万円
電 子 記 録 債 権 79百万円
支 払 手 形 12百万円
電 子 記 録 債 務 1,623百万円
設 備 関 係 支 払 手 形 
（ 流 動 負 債 そ の 他 ） 2百万円

 
5．電子記録債権 
貸借対照表には、信託受益権等を設定した上で現金化を留保している電子記録債権3,979百万円が含ま
れております。 
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（損益計算書に関する注記） 
1．関係会社との取引高 

売 上 高 626百万円 
営 業 費 用 7,876百万円 
営業取引以外の収益 409百万円  

2．減損損失 
当社は、事業用資産については事業別に資産のグルーピングを行っております。 
売却を予定している厚生施設について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし
て特別損失に18百万円計上しております。減損損失の内訳は、建物17百万円、投資その他の資産（その他）
１百万円であります。 
当該資産グループの回収可能価額は売却見込価額により評価しております。  

用途 種類 金額 場所 
売却予定資産 
（厚生施設） 

建物 
投資その他の資産（その他） 

17 百万円 
1 百万円 福島県郡山市 

  
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
  当事業年度末における自己株式の数 

普 通 株 式 622,905株 
 
（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払賞与の損金不算入等であり、繰延税金負債の発生
の主な原因は、その他有価証券評価差額金、土地再評価に係る繰延税金負債であります。 
 
（リースにより使用する固定資産に関する注記） 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータ等の一部については、リース契約により使用しており
ます。 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社及び関連会社等  
種 類 会社等の名称 所在地 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事 業 の 内 容 議決権等の所有 
(被所有)割合(％) 

子 会 社 日本薬品工業株式会社 東京都 
千代田区 160 医薬品の製造販売 （所有） 

直接   100.0 

子 会 社 株式会社化合物安全性研
究所 

北海道 
札幌市 250 安全性試験の受託等 （所有） 

直接   100.0 

関連会社 ジャパンソファルシム 
株式会社 

東京都 
千代田区 10 医薬品の仕入・輸入販売等 

（所有） 
直接      6.1 
（被所有） 
直接    19.8 

 

種 類 会社等の名称 関連当事者 
との関係 

取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 科 目 期末残高 

(百万円) 

子 会 社 日本薬品工業株式会社 
製品製造委託先 
商品仕入先 
役員の兼任 

製品の製造委託 
及び商品の購入 5,649 未収入金 

電子記録債務 
買掛金 

129 
1,903 
685 不動産の賃貸 63 

法人税の精算 337 

関連会社 ジャパンソファルシム 
株式会社 

商品及び 
原材料仕入先 
役員の兼任 

商品及び原材料 
の購入 2,158 電子記録債務 買掛金 

724 
222 

 （注）1. 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
2. 仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 
  １株当たり純資産額 

 3,081円90銭 
  １株当たり当期純利益金額 

 131円89銭 
 

損 益 計 算 書 上 の 当 期 純 利 益 479百万円
普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 479百万円
普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 －百万円
普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 3,638千株 

 


